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研究成果の概要（和文）： 本研究は、共創型ガバナンスによる持続可能な地域社会の構築過程を実証的、理論
的に検証することを課題としている。滋賀県、京都府、福井県、高知県、北海道において事例調査を進め、参加
の構造、協働組織の展開プロセス、地域環境資源の内部化という３つの側面から「環境ガバナンスの構築過程」
を多面的で複合的な「変容・移行」のプロセスとしてモデル化し、事例相互の比較検証を行った。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this research was to clarify the development process of 
sustainable community through the collaborative environmental local-governance. We carried out 
investigations in Shiga, Kyoto, Fukui, Kochi and Hokkaido. In each area, we clarified the 
development process of local governance through multi-stakeholders' collaboration and analyzed the 
structure of  participation, the development process of collaborative organizations and the 
utilization of local environmental resources.

研究分野：環境社会学

キーワード： 環境ガバナンス　サステイナビリティ　NPOマネジメント　住民参加・市民参加　パートナーシップ　環
境政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究は，「ガバメントからガバナンスへ」
と表現される社会の「変容・移行」を背景と
している。1990 年代半ば以降の地域社会に
おいて，伝統的な地域環境管理の主体が弱体
化する一方で，政府・行政は，行財政改革に
より，その役割を縮小させつつある。地域社
会には，政府・行政だけを統治の主体とする
のではなく，多元的で多様な主体が対等な立
場で意思決定に参加し，相互に調整する柔軟
なプロセスを組み込んだ「ローカルガバナン
ス」によって「環境保全」などの問題解決を
志向する「地域経営」が求められている。 
本研究は，滋賀県守山市において水環境保
全に取り組む環境ＮＰＯ「びわこ豊穣の郷」
（1996年発足，2004年ＮＰＯ法人格取得）
に関する調査を起点としている。2008 年度
までの共同研究において，水環境保全をテー
マとして，環境ＮＰＯを中心とするガバナン
ス形成をめぐる課題を解明してきた。 

2009 年度からは，滋賀県守山市と琵琶湖
流域に加えて，兵庫県豊岡市，京都市という
2 つの地域・事例を対象とした。水環境保全
に加えて，より多様な領域の問題，自然生態
系，食と農，地球温暖化防止，自然・再生可
能エネルギーの普及に対象を広げてきた。ま
た，2008 年度までの研究が，環境ＮＰＯを
中心とする環境ガバナンス形成をテーマと
していたことに対して，より多様なパターン
の環境ガバナンス形成を視野に入れたもの
になっている。農家やＪＡという経済的主体，
また，連携そのものを目的とする組織（環境
パートナーシップ組織）を研究対象に取り込
むことになった。 
 
２．研究の目的 
本研究は，地域社会での環境ガバナンス構
築の過程の実態とそれに伴う課題を実証的
に明らかにし，一般化・理論化し，実践的提
言をおこなうことを目的としている。 

2014 年度からの本研究のアプローチは 2
つの特徴を持っている。第 1に，フレームワ
ークを共有し，より総合的なアプローチを行
うことである。①参加の構造分析，②協働組
織の経営に関する分析，③地域環境資源の内
部化に関する分析という３つの課題の検証
を通じて，「共創型ガバナンス」による持続
可能な地域社会の形成の条件を総合的・包括
的に解明することを目指している。また，「変
容・移行」をプロセスとして捉えることが．
本研究のアプローチの第 2の特徴である。 
 
３．研究の方法 
本研究は，地域社会レベルでの環境ガバナ
ンス形成の可能性と課題を実証的に明らか
にしようとするものである。質的・量的なア
プローチによる実証的調査を実施し，多主体
連携による環境保全と地域経営の現状とロ
ーカルガバナンス形成をめぐる可能性と課
題を明らかにすることに取り組んできた。 

3(1)参加の構造分析  
ガバナンス構築を支える基礎的構造とし
て「参加の構造」について NPO 会員を対象
とするアンケート調査を実施し，社会関係資
本，居住歴等の個人特性と参加の様態の関係
について検証してきた。「びわこ豊穣の郷」
「気候ネットワーク」を主要な事例として分
析を進めている。「びわこ豊穣の郷」につい
ては，1999，2007，2015年の 3回の会員ア
ンケート調査を実施しており，3 時点の比較
分析を進めた。また,「びわこ豊穣の郷」と「気
候ネットワーク」というタイプの異なるＮＰ
Ｏの会員アンケート調査の結果の比較を進
めた。  
 
3(2)協働組織の経営に関する分析 
環境ガバナンスの担い手となる「協働組
織」として，滋賀県守山市「びわこ豊穣の郷」，
京都市「京のアジェンダ 21フォーラム」，北
海道浜中町「霧多布湿原ナショナルトラス
ト」を取り上げ，相互比較を進めてきた。 
「びわこ豊穣の郷」と「霧多布湿原ナショナ
ルトラスト」の展開プロセスを事例として分
析を進めている。「設立･整備期」「成長・定
着期」「成熟・転換期」という時期区分を行
っている。また，京都府内の 26 自治体にお
ける行政と市民・住民との連携・協働に関す
る調査を実施し，自治体間の比較にも取り組
んだ。 
 
3(3)地域資源の内部化に関する分析 
 地域社会での環境ガバナンス構築におい
て，また，持続的な地域経営において焦点化
しているのが「地域資源の内部化」である。
地域問題の解決にあたり，潜在的な「地域資
源」を発見・活用し，事業化のプロセスが焦
点化されてきた。「霧多布湿原ナショナルト
ラスト」のメンバーが「湿原」という「地域
資源」に気づき，環境保全と地域づくりに取
り組むプロセスを明らかにした。また，高知
県四万十川流域の地域資源としての価値に
ついて農村ツーリズムの地域経済効果とい
う形でより具体的な形で示した。 
 
４．研究成果 
研究成果は，後掲の通り雑誌論文，学会発
表、図書によって公表するとともに，2017 年
3 月に研究成果報告書としてまとめた(３部
14 章および資料)。報告書の構成は以下の通
りである。 
序章では，研究の背景とアプローチの特徴
についてまとめた。 
第Ⅰ部は，参加の構造をテーマとした。第
1章から第 6章は，「びわこ豊穣の郷」と「気
候ネットワーク」という 2つのＮＰＯの会員
調査の分析により，環境ＮＰＯの会員の参加
の構造を多面的に分析している。また，第 7
章は，福井市在住の一般住民を対象とするア
ンケート調査の分析により，福祉領域を含め
たより広い領域での参加の構造について，社



会関係資本を中心に分析を行ったものであ
る。年齢，性別，居住歴などの社会的属性，
社会関係資本が，参加の様態（参加の程度・
志向性）にどのように影響を与えているかを
実証的に明らかにしている。「びわこ豊穣の
郷」については，1999 年，2007 年，2015 年
の 3回の会員調査による経時的な変化の分析
に取り組んでいる。 
第Ⅱ部は，協働組織の展開プロセスをテー
マとした。第 1章は「びわこ豊穣の郷」，第 2
章は「霧多布湿原ナショナルトラスト」を取
り上げ，環境ＮＰＯの活動展開のプロセスを
明らかにしている。第 3章と第 4章では，京
都府内の自治体を対象として実施した地球
温暖化対策における行政と市民・住民との連
携・協働に関する調査を分析し，現時点にお
ける地方自治体と市民・住民との連携・協働
の到達点を確認し，地域特性による今後の課
題を示している。 
第Ⅲ部は，地域環境資源の内部化をテーマ
とした。地域環境資源の認識とその内部化は，
持続可能な地域社会経営の課題である。第 1
章では，「霧多布湿原ナショナルトラスト」
において地域環境資源としての「湿原」がど
のように認識されたか，第 2章では，四万十
川流域の農村ツーリズムの取り組みを取り
上げ，地域経済効果を明らかにしたものであ
る。 
 巻末に資料として，2015 年の「びわこ豊穣
の郷」会員調査の調査票を収録した。 
「環境ガバナンスの構築過程」は，それぞ
れの地域社会で展開されている多面的で複
合的なプロセスとして捉えられなければな
らない。「変容・移行」のプロセスとしてモ
デル化を進め，多面的で複合的な関係形成の
プロセスとして実証的に捉えていくことが
求められる。本報告書を，中間的なまとめと
して，今後も実証的調査と理論的精緻化を進
めていく予定である。 
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